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本研究では，茨城県つくば市を対象として，電気自動車（EV）の充放電制御を充放電による総電気料

金最小化問題および充電電力の発電時CO2排出量最小化問題として定式化し，経済性・環境性を評価した．

また，深夜帯電気料金の設定と高額な炭素税の賦課を行った場合の影響について検討した．さらに，1年

間の電力需要およびEVの充放電需要を太陽光発電（PV）量のみで賄うことにより都市をゼロエミッショ

ン化する可能性についても分析を行った．その結果，EVの充放電制御により，充電需要の集中による電

力ピークの増大や負荷率の悪化を軽減・改善することが出来ることが確認された．また，都市をゼロエミ

ッション化する場合、PVと家庭用蓄電池の最適導入容量がトレードオフの関係にあること等が明らかと

なった． 
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1. はじめに 

 

(1) 背景と目的 

2016年に閣議決定された地球温暖化対策計画1)におい

て，我が国は長期的目標として2050年までに温室効果ガ

ス排出量の80%削減を掲げた．また，2018年のIPCCによ

る特別報告書では，地球温暖化を1.5℃に抑制するため，

2050年頃にCO2排出量を正味ゼロにする必要があるとし

た2)．そうした中，運輸部門におけるCO2排出量は，自

動車の燃費改善や貨物輸送における輸送量の減少等によ

って減少傾向にあるものの，依然として2割弱を占めて

いる3)．この削減に向け，エネルギー効率に優れる電気

自動車（EV）やプラグインハイブリッド自動車（PHV）

といった次世代自動車の普及が推進されている4)． 

将来，EV が大量に普及すれば，その充電に伴う大き

な電力需要が発生することが想定され，さらに充電が夕

方以降の時間帯に集中すれば，電力システムに新たな電

力需要ピークが発生し，これが電力システムの運用に悪

影響を及ぼすことが懸念されている 5)．  

一方，エネルギー部門においては，再生可能エネルギ

ーにより低炭素化が図られており，特に太陽光発電

（PV）については，2030年度には約6,400万kWが導入さ

れると見込まれている6)．PVの問題点として，天候によ

る出力変動や余剰電力の発生が挙げられ，今後こうした

問題を軽減するために電力システムの調整機能を増強す

る必要が生じている7)． 

これらの問題に対し，EVを電力系統に接続し，EVの

バッテリーの充放電を行う，Vehicle-to-Grid（V2G）が注

目されており，V2Gの技術によって，新たな電力需要ピ

ークの発生を回避することや，PVの調整機能を担うこ

とが期待されている8)． 

こうした背景の下，将来発生しうる諸問題に対し，

V2GによりEVの充放電制御を行うことで解決すること

が想定される．その場合，例えば電力需要の少ない深夜

帯といった，特定の時間帯に充電が行われることが考え

られる．しかし，EVの走行に伴うCO2排出量は走行時に

使用する電力の発電時のCO2排出量に依存するため，充

放電制御によって単位電力あたりのCO2排出量が大きい

時間帯に充電が集中すれば，EVの環境性能が変化する

ことが懸念される．一方で，EVの充放電を単位電力あ

たりのCO2排出量が少ない時間帯に誘導すれば，環境性

能の向上が期待できる．本研究では，EVが大量導入さ
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れた将来を想定し，充放電制御による経済性に加え，環

境性の変化を明らかにする．さらに，今後のゼロエミッ

ション化に向けては，火力発電中心の電源構成を改善す

ることが重要になる．そこで，EVの充放電の活用とPV

や家庭用蓄電池の導入により，都市をゼロエミッション

化する可能性についても検討する． 

 

(2) 既往研究と本研究の位置づけ 

EVの大量導入による充電負荷が電力系統に悪影響を

及ぼす可能性が指摘されており5)，この問題への対策が

数多く議論されてきた． 

Qian et al.9)は，充電開始時刻の統計的な分布や充電の

オンオフの確率分布を考慮した，EV充電負荷のモデル

化を行った．小田ら10)は，乗用車の利用面から，EV充電

負荷曲線を算出し，充電時間が長時間となるように規制

すると昼間の負荷が減り，電力需要が平準化されること

を示した．高木ら11)は，利用者の利便性を考慮した，深

夜電気料金の設定や充電開始時刻の分散といった方策を

設け，それらによる充電負荷の分散効果について検討し

た．田頭ら12)は移動目的地での充電を考慮した充電負荷

を推計した． 

近年では，スマートグリッドやV2Gに関連し，EVの

充放電制御の手法についての研究が活発に行われている．

Schill et al.13)は，ドイツの電力系統にEVが与える影響の将

来推計を，電源構成の変化とEVへの充電を同時に考慮

したコスト最小化モデルによって行った．池上ら14)は5

種類のEV充電制御手法によるEV充電負荷を算出，発電

燃料費低減効果の評価を行い，PVとEVの普及状況に応

じた適切な充電制御手法を検討した．環境性の変化や

EV放電の放電を考慮したものとしてはEser et al.15)があり，

エネルギーシステムに焦点を当て，エネルギーシステム

モデルEnerpolを用いて2030年のEVの充放電がもたらす

影響の予測を行った．また，シナリオ分析において，賦

課される炭素税額による違いにも言及した．しかし，こ

れらは，電力システム全体等の広域を対象として分析を

行っており，今後のスマートグリッドにEVを接続する

V2Gを想定した場合，都市レベルなどのより狭い範囲で

の分析による知見が必要になる． 

EVの充電に関して実際の都市を扱った例としては，

金森ら16)は，統合型交通需要予測モデルを用いてEVの利

用をシミュレートし，都市交通への影響を分析したうえ

で，都市の電力需要への影響に言及した．落合ら17)は全

国の市区町村を対象に，EVやPVが導入された将来を想

定し，電力の自給自足の可能性について分析し，都市の

特性や施策による影響について考察した．しかし，これ

らの研究では，EVの充電制御は考慮されておらず，今

後都市レベルでのエネルギーマネジメントが行われるこ

とが想定されていない．また，都市に一定量のEV，PV

が導入された際の影響については考察されているが，ゼ

ロエミッション化する可能性について議論されている研

究は見られない． 

以上を踏まえ，本研究では，都市レベルでのEVの充

放電制御の効果や各種施策による影響を考察する．具体

的には，茨城県つくば市を対象として，EVの充放電制

御を充放電による総電気料金最小化問題および充電電力

の発電時CO2排出量最小化問題として定式化し，経済

性・環境性を評価する．施策として，深夜帯電気料金の

設定と高額な炭素税の賦課を行った場合の影響について

考察する．さらに，1年間の電力需要およびEVの充放電

需要をPV発電量のみで賄うことにより都市をゼロエミ

ッション化する可能性についても分析を行った． 

 

2. 分析手法の概要 

 

(1) 分析の流れ 

EVのトリップデータとして，平成17年道路交通セン

サスオーナーインタビュー調査18)を用い，このうち，EV

に置き換わりうる車両の条件を設定し，適合したものを

本研究での対象車両とする．本研究では，これら多数の

EVの充放電を同時に制御することを考える．  

第3章では，電力需要が逼迫する可能性が高い，夏季

（8月）の平日の平均的な1日を想定し，総電気料金最小

化による充放電制御が経済性・環境性にもたらす効果を

分析した．まず，EVの充放電制御手法に応じてシナリ

オを設定した．続いて充放電制御を，シナリオに応じて

充電による総電気料金および充電電力の発電時CO2排出

量のいずれかを目的関数，トリップデータから得た，走

行に伴う電力消費量や駐車時間帯等を制約条件とし，非

線形計画問題として定式化した．電力システムにおける

限界燃料費は電力システム負荷に対し線形に増加する19)

ことを踏まえ，電力需要から電力料金を決定することと

した．そのため，電気料金算出にあたり，電力需要の推

計を，つくば市の需要家分布に基づいた手法で行った． 

第4章では，前半と同様に自動車がEVへ転換した想定

の下，将来のゼロエミッション化が，PVや家庭用蓄電

池をどの程度導入すれば達成できるかを推計した．この

推計では，PV発電量や電力需要の季節変動を考慮する

ため，通年での分析とした．まず，EVおよび家庭用蓄

電池の充放電を制御したうえで，1年間の家庭部門・業

務部門の電力需要および運輸部門の一部としてEVの電

力需要を，PVのみで賄う際に必要な最小PV導入容量を，

線形計画法により求めた．さらに，ゼロエミッション化

せず，グリッドから全電力を買電する場合と比較し，

PV・家庭用蓄電池の設備導入費用の回収期間を算出し，

これらの最適な導入構成比について考察した． 
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(2) 本研究における充放電制御の特徴 

本研究では，充電のみを扱った研究が多い中，充電の

みならず，放電を考慮しており，V2Gを想定した分析に

なっている点が特徴の一つとして挙げられる． 

また，多くの研究では乗用車のみを対象としているが，

比較的小さい貨物車はEVの転換が可能であり，実際に，

日本郵便20)やヤマト運輸21)は配送用車両の一部としてEV

の導入を進めている．本研究では，軽乗用車，乗用車に

加え，軽貨物車や小型貨物車のEV化を考慮し，これら

を対象車両に加えている． 

多くの場合，EVの充電は車庫(自宅，事務所等)で行わ

れることが多いが，EVの利便性向上のため，商業施設

や公共施設等への充電器の整備も進められている．こう

した背景を踏まえ，本研究では目的地充電を考慮してい

る点も特徴である． 

 

(3) 分析における前提 

データの制約や計算負荷軽減のため，分析の時間解像

度は1時間とした．充放電については，つくば市内であ

れば，すべての駐車場で充放電制御が可能であるとして

分析した．充放電制御によってEV利用者の利便性が損

なわれることの無いよう，翌日の出発時刻までに満充電

の状態にする制約を設けた．買電時と売電時の電力価格

は，同時刻であれば同価格とした． 

 

(4) 対象地・対象車両の設定 

本研究の分析対象地は，茨城県つくば市とした．つく

ば市を対象とした理由は，スマートコミュニティやスー

パーシティといった新たな社会システム実装に前向きで

あり，そうした都市の中でも車の交通手段分担率が61%

（第6回東京都市圏パーソントリップ調査22）より推計）

と比較的高く，EVの重要性が高まっていくと考えられ

るためである． 

車両については，道路交通センサスにおける8車種の

うち，軽乗用車・乗用車・軽貨物車・小型貨物車の4車

種を対象とした．さらに車種ごとに電費・バッテリー容

量を設定し，それらにより求められる航続距離が平日・

休日ともに下回る車両をEVに転換する対象車両とした

（表-1）．この条件に適合する車両の総走行距離は，つ

くば市の全車両の総走行距離のうち，7割前後であった

（図-1）．また，運輸部門（自動車）CO2排出量推計デ

ータの車種別のCO2排出量23)と，全車両に占める対象車

両の総走行距離の割合から推計した結果，本研究の対象

車両CO2排出量は，つくば市の全車両のCO2排出量のう

ち，61.1%を占めていることがわかった． 

 

 

表-1 EV車種別電費・バッテリー容量の設定 

車種 
電費 

[km/kWh] 

バッテリー容量 

[kWh] 

航続距離 

[km] 

軽乗用車 9.00 15.0 135 

乗用車 7.00 60.0 420 

軽貨物車 8.00 15.0 120 

小型貨物車 5.00 40.0 200 

 

 

図-1 対象車両の車種別1日の走行距離（平日）別分布 

 

(5) 電力需要の推計  

本研究では，電力需要として運輸部門の EVの他，家

庭部門と業務部門を対象とし，これを推計した． 

家庭部門については，福原ら24)を参考に，需要家分布

とエネルギー消費原単位を用いて推計した（図-2）．需

要家分布は，国勢調査の建て方別世帯数25)と住宅・土地

統計の建て方別平均延べ床面積26)を用いて推定した．エ 

ネルギー消費原単位は，冷暖房需要とその他需要に分け

て推計を行った．冷暖房需要については，福原ら24)の手

法に窪田ら27)の手法を組み合わせることで，標高の影響

を考慮しており，日平均気温28)，観測地点標高29)から計

算した冷暖房デグリーデーを用いて，家庭用エネルギー

統計年報の都道府県別冷暖房エネルギー消費原単位30)を

補正した値を使用した．その他需要については，家庭用

エネルギー統計年報の都道府県別照明・家電製品・他の

エネルギー消費原単位30)を使用した．これらから年間エ

ネルギー需要を推計し，年間エネルギー種別消費構成比
31)の電化率（46.7%）と月別・時刻別エネルギー需要パ

ターン32)を用いて時刻別電力需要を推計した． 

業務部門についても，同様に需要家分布と産業別電力

消費原単位を用いて推計した（図-3）．需要家分布は経

済センサス基礎調査の都道府県別総従業者数 33)と法人建

物調査の都道府県別総延べ床面積 34)から産業別に従業員
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1 人当たり延べ床面積を算出し，これと経済センサス基

礎調査の産業別従業者数 35)を用いて推計した．電力消費

原単位は平成 23 年度エネルギー管理システム導入促進

事業費補助金（BEMS）において計測された事業所の時

刻別電力消費量データ 36)から 8月の平均的な電力需要を

算出したうえで，産業別時刻別に算出し，これらを用い

て時刻別電力需要を推計した． 

 

 

図-2 家庭部門電力需要の推計フロー 

 

 

図-3 業務部門電力需要の推計フロー 

 

(6) 発電時CO2排出量の推計 

EV 充放電制御による環境性の評価のため，発電時に

発生するCO2排出量の推計を行った．時刻別のCO2排出

量を推計するため，燃料別CO2排出係数𝑘𝑓を設定し，時

刻別電源構成から時刻別CO2排出係数𝐾𝑡を算出した．こ

れと，EVの充放電による電力需要を用いて推計した． 

燃料別CO2排出係数𝑘𝑓は，今村ら
37)の推計を基に設定

した．ただし，火力発電については，東京電力火力発電

設備容量38)を基に石炭・石油・LNGの構成比を決定し，

火力発電としてCO2排出係数を設定した（表-2）． 

時刻別電源構成については，東京電力から買電するこ

とを想定し，東京電力のエリア供給実績 39)と同一とした． 

時刻別 CO2排出係数𝐾𝑡[kg-CO2/kWh]は，各時刻の東京

電力の電源構成をベースに決定し，EV の充電に必要な

電力は火力発電によって賄うとして式(1)で計算する． 

𝐾𝑡 =
∑ 𝑘𝑓 ∙ 𝑆𝑓,𝑡
7
𝑓=1 ∙ 104 + 𝑘1 ∙ ∑ 𝑙𝑜𝑎𝑑𝑡,𝑖

𝑛
𝑖=1

(∑ 𝑆𝑓,𝑡
7
𝑓=1 ∙ 104 + ∑ 𝑙𝑜𝑎𝑑𝑡,𝑖

𝑛
𝑖=1 )/103  

ここで，𝑓: 燃料種別（1:火力，2: 水力，3: 太陽光，4: 風

力，5: 地熱，6: 原子力，7: 連携線），𝑘𝑓: 燃料別CO2排出

係数[g-CO2/kWh]，𝑆𝑓,𝑡: 燃料別時刻別電力供給量[万kW]，

𝑙𝑜𝑎𝑑𝑡,𝑖 : 時刻𝑡における車両𝑖の充放電負荷[kW]（充電が

正）である． 

これと EVの充放電による電力需要を用いて，発電時

CO2排出量𝐸[kg-CO2]を推計した． 

𝐸 = 𝐾𝑡 ∙∑ 𝑙𝑜𝑎𝑑𝑡,𝑖

𝑛

𝑖=1
 

 

表-2 燃料別CO2排出係数 

燃料種別 CO2排出係数 

[g-CO2/kWh] 

火力 585 

水力 11 

太陽光 59 

風力 26 

地熱 13 

原子力 19 

 

3. EV充放電制御のもたらす効果の分析 

 

(1) 分析手法 

本研究では，まずEVの充放電制御が電力システムへ

の影響，経済性，環境性に与える効果を分析するため，

EV充放電制御を最適化問題として定式化し，シナリオ

分析を行った． 

 

a) シナリオの設定 

分析シナリオは，1) BAU（EVの充放電制御を行わな

い場合），2) 総電気料金最小化，3) 発電時CO2排出量最

小化の3つに大別される．さらに，そのうち，2) につい

ては，電気料金体系の違い，放電の有無，炭素税賦課の

有無によって5つのシナリオを，3) については，放電の

有無によって2つのシナリオを，それぞれ設定した（表-

3）．目的関数は，シナリオ2-1~2-5については充電によ

る総電気料金，シナリオ3-1~3-2については環境性を最重

要視した際のCO2排出量削減のポテンシャルを明らかに

するため，充電電力の発電時CO2排出量とした． 

電気料金体系は，シナリオ2-1は夜間に優先して充電

を行うことを想定し，夜間の電気料金が低減される東京

電力の料金プラン「夜トク8」40)を参考に設定した．シ

ナリオ2-2~2-5については，荻本ら19)，池上ら41)を参考に，

(1) 

(2) 
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図-4のように電気料金を電力システム負荷の関数として

設定した．なお，電力システム負荷は，人口比によって

つくば市の電力需要を東京電力エリア全域に拡大した値

を用いた． 

炭素税は，これを賦課することによって，CO2排出係

数の小さい時間帯に充電させ，環境性に配慮した充放電

制御を実現するための施策としてシナリオに組み込んだ．

現在の日本では，炭素税として「地球温暖化対策のため

の税」が課されており，その額は289円/t-CO2となってい

る42)が，将来の炭素価格の予測値は0.1~3.5万円/t-CO2であ

り43)，今後日本においても増額される可能性がある．本

研究では，炭素価格を5万円/t-CO2と設定し，発電時の

CO2排出量に応じて賦課することとした．この設定額は，

非常に高額であるといえるが，今後炭素価格が増額され

る可能性を考慮したこと，また高額に設定することで炭

素税賦課がもたらす影響を明らかにすることが理由であ

る． 

 

b) シナリオ1におけるEVの充電負荷計算 

シナリオ1は，充電を制御せず，ユーザーの意向によ

って充電が行われるシナリオ（BAU）として設定した． 

充電の有無は各トリップ終了時に判断するものとし，

式(3)で表される充電確率によって決定した．式(3)は，

充電の要否はSoC（バッテリーの充電率，State of Charge）

によって判断するというアンケート結果に基づき，前川

ら44)が示したシグモイド関数である．ただし，翌日の出

発までに充電が完了しない可能性がある場合は，充電確

率にかかわらず充電を行うこととした． 

𝑝 = 

{

1                                    (SoC < 10)

1 − (1 + 𝑒−0.2(SoC−35))
−1
 (10 ≤ SoC < 60)

0                                    (SoC ≥ 60)
 

ここで，𝑝: 充電確率，SoC: バッテリーの充電率である． 

 

図-4 電力価格の設定 

 

c) EV充放電制御の定式化 

本研究では，池上ら14)やTeshigawara et al.45)を参考に，

EVの充放電制御を非線形計画問題として定式化した． 

シナリオ2-1～2-5の目的関数は充電による総電気料金

とし，式(4)で表される． 

𝑚𝑖𝑛𝑖𝑚𝑖𝑧𝑒:∑∑(𝑝𝑟𝑡 + 𝑝𝑟𝑐𝑡𝑡) ∙ 𝑙𝑜𝑎𝑑𝑡,𝑖

24

𝑡=1

𝑛

𝑖=1
 

ここで，𝑝𝑟𝑡 : 時刻𝑡における電力価格[円/kWh]，𝑝𝑟𝑐𝑡𝑡: 時

刻𝑡における炭素税[円/kWh]である． 

電力価格𝑝𝑟𝑡はシナリオ2-1では式(5)，シナリオ2-2~2-5

では式(6)で表される． 

𝑝𝑟𝑡 = {
22.768    (0 ≤ 𝑡 ≤ 6)

35.228  (7 ≤ 𝑡 ≤ 23) 

𝑝𝑟𝑡 =

{
 
 

 
 (
0.731

𝑟𝑝𝑜𝑝
) ∙ 𝐿𝑂𝐴𝐷𝑡 − 4.597

            (𝐿𝑂𝐴𝐷𝑡 ≥ 22.544)
11.88

            (𝐿𝑂𝐴𝐷𝑡 < 22.544)

 

ここで，𝐿𝑂𝐴𝐷𝑡は式(7)で表される電力システム負荷

[GW]であり，つくば市の家庭・業務部門の電力需要と

EVの充放電負荷の和である． 

 

 

表-3 シナリオの概要と目的関数 

シナリオ名 概要 目的関数 

1 BAU 充放電制御を行わない場合 - 

2-1 深夜充電（放電なし） 深夜帯料金を設定し，充放電制御を行う場合 

総電気料金 

2-2 総電気料金最小化（放電なし） 

電気料金を電力システム負荷の関数とする電
気料金体系を導入し，充放電制御を行う場合 

2-3 総電気料金最小化（放電あり） 

2-4 総電気料金+炭素税最小化（放電なし） 

2-5 総電気料金+炭素税最小化（放電あり） 

3-1 CO2排出量最小化（放電なし） 
EVの充電に伴うCO2排出量を最小化する場合 CO2排出量 

3-2 CO2排出量最小化（放電あり） 

(4) 

(5) 

(6) 

(3) 
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𝐿𝑂𝐴𝐷𝑡 = 𝐿𝑂𝐴𝐷𝑜𝑟𝑔,𝑡 +∑𝑙𝑜𝑎𝑑𝑡,𝑖

𝑛

𝑖=1

/106
 

ここで，𝐿𝑂𝐴𝐷𝑜𝑟𝑔,𝑡 : 家庭・業務部門電力需要[GW]であ

る． 

炭素税𝑝𝑟𝑐𝑡𝑡は，各時刻の CO2排出量に基づき，式(8)

で表される． 

𝑝𝑟𝑐𝑡𝑡 = 𝑝𝑟𝑐 ∙ 𝐾𝑡/10
3 

ここで，𝑝𝑟𝑐: 炭素価格[円/t-CO2]である． 

シナリオ3-1～3-2の目的関数は充電電力の発電時CO2

排出量とし，式(1)で表される時刻別CO2排出量を用いて

式(9)で表される． 

𝑚𝑖𝑛𝑖𝑚𝑖𝑧𝑒:∑∑𝐾𝑡 ∙ 𝑙𝑜𝑎𝑑𝑡,𝑖

24

𝑡=1

𝑛

𝑖=1
 

また，制約条件として，EV 充放電時の最大出力制約

（式(10)），電池残量の上限制約（式(11)），電池残量の

下限制約（式(12)），翌日の出発時刻における満充電制

約（式(13)）を，車両ごとに設けた． 

−6[kW] ∙ 𝑡𝑟𝑖𝑝𝑡,𝑖 ≤ 𝑙𝑜𝑎𝑑𝑡,𝑖 ≤ 3[kW] ∙ 𝑡𝑟𝑖𝑝𝑡,𝑖 

∑𝑙𝑜𝑎𝑑𝑘,𝑖

𝑡

𝑘=1

≤ 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡,𝑖 

𝑏𝑎𝑡𝑖 +∑𝑙𝑜𝑎𝑑𝑘,𝑖

𝑡

𝑘=1

− 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡,𝑖 ≥ 0 

∑𝑙𝑜𝑎𝑑𝑡,𝑖

24

𝑡=1

=∑𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡,𝑖

24

𝑡=1
 

ここで，𝑡𝑟𝑖𝑝𝑡,𝑖: 車両𝑖の時刻𝑡における運行状況（トリッ

プ中: 0，駐車中: 1），𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡,𝑖: 車両𝑖が時刻𝑡までに走行に

より消費した電力[kWh]，𝑏𝑎𝑡𝑖 : 車両𝑖のバッテリー容量

[kWh]である． 

EV充放電時の最大出力制約は，各EVの出力は充電時

は 3kW，放電時は 6kWとし，EVがつくば市内で停車し

ている時間のみ充放電が可能であるとして，設定した． 

電池残量の上限制約および電池残量の下限制約では，各

時刻の各 EV の SoC が 0~100%に納まることを条件とし

た．また，翌日の出発時刻までに満充電にすることを想

定し，翌日の出発時刻における満充電制約を設けた． 

 

(2) 分析結果 

a) EV充放電による電力需要曲線の変化  

定式化した最適化問題を解くことによって得られた，

各EVの充放電量の結果を用いて，EVの充放電が加わっ

た際の電力需要曲線を得た． 

各シナリオでのつくば市における電力需要と EV充放

電による電力需要曲線を図-5 に示す．また，それぞれ

のピーク電力を図-6に，負荷率を図-7に示す．EV充放

電負荷負荷率とは，最大電力に対する平均電力需要の比

率を表し，この値は大きいほど変動が小さく，電力シス

テムへの負荷は小さいといえる． 

シナリオ 1および 2-1については，既往研究と同様に，

帰宅時間帯以降に充電が集中することで，電力需要曲線

のピークが増大していることがわかる．また，図-7 か

ら負荷率も低下しており，1 日を通して変動の程度も大

きく，EV の充電が電力システムへ悪影響を及ぼしてい

ることがわかる．充電による総電気料金の最小化を行う

シナリオ 2-2 では，電力需要の少ない時間帯から充電を

行うため，ピーク電力は増大せず，また負荷率は向上し

ていることがわかる．また，充電に加えて放電の制御を

行うシナリオ 2-3では，シナリオ 2-2と比べ，さらに負 

 

 

図-5 電力需要とEV充放電による電力需要曲線 

(9) 

(10) 

(8) 

(7) 

(11) 

(12) 

(13) 
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荷率は高く，ピーク電力については既存の値よりも低下

している．このように，充放電制御を行うことで，電力

系統への悪影響を低減することができ，その効果は放電

を行うことでより大きくなることが分かった． 

また，炭素税を賦課するシナリオ 2-4，2-5 では，5 万

円/t-CO2という高額な炭素価格を設定しているものの，

ピーク電力，負荷率ともにあまり変化は見られなかった． 

 

 

図-6 電力需要曲線におけるピーク電力の比較 

 

 

図-7 電力需要曲線における負荷率の比較 

 

b) 総電気料金への影響  

充放電制御による，経済性に与える影響を確認するた

め，EVの充放電による総電気料金を算出した． 

図-8 は各シナリオにおける電気料金および炭素税の

総額である．目的関数に総電気料金を用いているため，

総電気料金は低減され，特にシナリオ 2-2~2-5 において

は BAU であるシナリオ 1 と比較し，半分以下に低減さ

れていることがわかる．総電気料金最小化による充放電

制御は，電力システムにおけるピーク電力や変動といっ

た悪影響を低減することを目的として行っているが，

EV の燃料費の低減という形で，利用者にとっても利点

があることが示された．ただし，総電気料金の最小化で

あるため，必ずしも個々の EV利用者の電気料金は最小

化されていないことには留意されたい． 

また，炭素税を賦課するシナリオである 2-4，2-5では，

電気料金に対し2倍程度の炭素税が賦課されており，EV

利用者の負担が大きく増加しているといえる．  

 

 

図-8  EVの充放電電力による総電気料金の比較 

 

c) CO2排出量への影響  

充放電制御による，環境性への影響を確認するため，

EVの充放電電力の発電によるCO2排出量を算出した． 

図-9 は各シナリオにおける EV の充放電電力による

CO2排出量である．総電気料金を最小化するシナリオ 2-

2~2-5では，BAUであるシナリオ1と比較し，CO2排出量

が 6~9%程度減少していることがわかった．これは，火

力発電の構成比が高い夕方以降の時間帯の充電需要が減

少したこと，また充電需要が集中することによるCO2排

出係数の悪化が軽減されたためであると考えられる． 

一方，放電の有無による違い（2-2と 2-3）や，炭素税

の賦課の有無による違い（2-2，2-3 と 2-4，2-5）はほと

んど見られず，1%未満であった．これは，東日本大震

災以降，東京電力における電源構成が火力発電中心とな

り，1 日を通して CO2排出係数の変動がほとんどない

（図-10）ことに起因すると考えられる． 

a)，b)での結果も踏まえると，火力発電中心の現状で

は，放電を行うことは電力システム・EV 利用者にはメ

リットをもたらすが，環境性の改善にはあまり効果がな

く，炭素税の賦課は，電力システム・EV 利用者・環境

性のいずれにおいてもメリットは少ないといえる． 

また，CO2排出量を最小化する理想的なシナリオ（3-1，

3-2）では，他のシナリオと比較して，CO2排出量は低減

され，特に放電を行う 3-2 では，39%低減した（シナリ

オ 1比）．これは，放電を行うことによって，CO2排出

係数の少ない時間帯に充電を集中させているためである．

しかし，この低減幅は，将来のゼロエミッション化を考

えると限定的であるといえる． 

充放電制御による運輸部門のゼロエミッション化の観

点から考えると，充放電制御や炭素税の賦課などの運用

方法の工夫による環境面の改善では不十分であり，この

原因は火力発電中心の電源構成であると考えられる．よ

って，電源構成を大幅に改善しない限り，EV の環境性

能の改善はほとんど期待できないといえる． 
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図-9 EVの充放電電力によるCO2排出量の比較 

 

 

図-10 時刻別CO2排出係数(EV充放電負荷なし) 

 

4. 都市のゼロエミッション化分析 

 

(1) 分析手法 

EVの充放電制御を行ったうえで，新たに都市へPVや

家庭用蓄電池を導入することでゼロエミッション化する

可能性について，その導入容量や費用を算出することで

分析した． 

 

a) 平日・休日の設定 

道路交通センサスのデータは平日・休日にわかれてい

る．本研究では，休日を，土曜日，日曜日および国民の

祝日，年末年始（1月 1日～1月 3日，12月 31日），お

盆（8月 13日～8月 15日）とした． 

 

b) PV発電量の推定 

岸田ら 46)を参考に，式(14)により，単位PV容量あたり

の発電量を求めた． 

𝐸(𝑡) = 𝐼𝑇(𝑡)/𝐺𝑠 ∙ 𝐾𝑝𝑡(𝑡) ∙ 𝐶′ 

ここで，𝐸(𝑡): 時刻𝑡における単位 PV 容量あたり発電量

[kWh/1kW]，𝐼𝑇(𝑡): 時刻𝑡における斜面日射量[kWh/m2]，

𝐺𝑠: 標準試験条件における日射強度(=1.0)[kW/m2]，𝐾𝑝𝑡(𝑡): 

時刻𝑡における温度補正係数，𝐶′: その他のシステム補正

係数（PV パネルの汚れ・劣化，パワーコンディショナ

の運転効率による補正等）（=0.80）である． 

また，温度補正係数𝐾𝑝𝑡(𝑡)は式(15)および(16)を用いて

算定した． 

𝐾𝑝𝑡(𝑡) = 1 + 𝛼𝑃𝑚𝑎𝑥 ∙ (𝑇𝐶𝑅(𝑡) − 25) 

𝑇𝐶𝑅(𝑡) = 𝑇𝐴(𝑡) + (
𝐴

𝐵 ∙ 𝑉0.8 + 1
) ∙ 𝐼𝑇(𝑡) − 2 

ここで，𝛼𝑃𝑚𝑎𝑥: PVパネルの最大出力温度計数（=-0.0041）

[℃-1]，𝑇𝐶𝑅(𝑡): 時刻𝑡における加重平均 PV モジュール温

度[℃]，𝑇𝐴(𝑡): 時刻𝑡における気温[℃]，𝐴,𝐵: 係数（𝐴=46, 

𝐵=0.41），𝑉: 風速[m/s]である． 

また，PV パネルの傾斜角は，一般的な設置角度を考

慮して，30°とした．斜面日射量の推定に用いた水平面

全天日射量，法線面直達日射量，水平面散乱日射量につ

いては，気象庁の観測データ 28)を用いた． 

 

c) 最小PV導入容量計算の定式化 

本分析では，PV発電量のみで電力需要および，EV充

放電需要を賄うことを考え，一定量の家庭用蓄電池が導

入された際に必要な最小 PV 導入容量を計算する．なお，

前半の分析では，EV の充放電は 1 台ごとに計算したが，

本分析では，計算負荷軽減のため全 EV の制約条件を 1

台分に集約して計算を行った． 

目的関数はPV導入容量とし，式(17)で表される． 

𝑚𝑖𝑛𝑖𝑚𝑖𝑧𝑒: 𝐶𝑎𝑝𝑃𝑉  

ここで，𝐶𝑎𝑝𝑃𝑉: PV導入容量[kW]である． 

また，制約条件として，EV 充放電時の最大出力制約

（式(18)），家庭用蓄電池充放電時の最大出力制約（式

(19)），EV の電池残量の上限制約（式(20)），家庭用蓄

電池の電池残量の上限制約（式(21)），EVの電池残量の

下限制約（式(22)），家庭用蓄電池の電池残量の下限制

約（式(23)），年末における満充電制約（式(24)，(25)），

EV・家庭用蓄電池の充放電および電力需要と PV発電量

の需給バランス制約（式(26)）を設けた． 

∑−6[kW] ∙ 𝑡𝑟𝑖𝑝𝑡,𝑖

𝑁𝐸𝑉

𝑖=1

≤ 𝑙𝑜𝑎𝑑𝐸𝑉,𝑡 ≤∑3[kW] ∙ 𝑡𝑟𝑖𝑝𝑡,𝑖

𝑁𝐸𝑉

𝑖=1
 

 

−𝐶𝑎𝑝𝐵𝐴𝑇 ∙ 0.5[kW/kWh] ≤ 𝑙𝑜𝑎𝑑𝐵𝐴𝑇,𝑡

≤ 𝐶𝑎𝑝𝐵𝐴𝑇 ∙ 0.5[kW/kWh] 

∑𝑙𝑜𝑎𝑑𝐸𝑉,𝑘

𝑡

𝑘=1

≤ 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡 

∑𝑙𝑜𝑎𝑑𝐵𝐴𝑇,𝑘

𝑡

𝑘=1

≤ 0 

−∑𝑙𝑜𝑎𝑑𝐸𝑉,𝑘

𝑡

𝑘=1

≤∑𝑏𝑎𝑡𝑖 ∙ 𝑁𝐸𝑉

𝑁𝐸𝑉

𝑖=1

− 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡  

(14) 

(15) 

(16) 

(17) 

(18) 

(20) 

(21) 

(22) 

(19) 
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−∑𝑙𝑜𝑎𝑑𝐵𝐴𝑇,𝑘

𝑡

𝑘=1

≤ 𝐶𝑎𝑝𝐵𝐴𝑇  

∑ 𝑙𝑜𝑎𝑑𝐸𝑉,𝑡

365∙24

𝑡=1

= ∑ 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡,𝑖

365∙24

𝑡=1
 

∑ 𝑙𝑜𝑎𝑑𝐵𝐴𝑇,𝑡

365∙24

𝑡=1

= 0
 

𝑙𝑜𝑎𝑑𝑡 +𝐷 − 𝐸(𝑡) ∙ 𝐶𝑎𝑝𝑃𝑉 ≤ 0 

ここで，𝑁𝐸𝑉: EVの台数[台]，𝑙𝑜𝑎𝑑𝐸𝑉,𝑡: 時刻𝑡における全

EV の充放電負荷[kW]，𝐶𝑎𝑝𝐵𝐴𝑇 : 家庭用蓄電池の導入容

量[kWh]，𝑙𝑜𝑎𝑑𝐵𝐴𝑇,𝑡 : 時刻𝑡における全家庭用蓄電池の充

放電負荷[kW]，𝐷: 家庭部門と業務部門の電力需要の和

である． 

最大出力制約は，EV は前項と同様に，家庭用蓄電池

は，容量1kWhにつき0.5kWの出力とした．EV・家庭用

蓄電池の充放電および電力需要と PV 発電量の需給バラ

ンス制約では，EV・家庭用蓄電池の充放電および電力

需要がPV発電量を上回らないよう設定した． 

 

d) 設備導入費用の回収期間 

PV と家庭用蓄電池の導入によってゼロエミッション

化を行った際に，電気料金が削減されると考え，設備導

入費用が回収されるまでの期間を回収期間とし，これを

算出した．なお，設備導入費用は，PVの単価を 29万円

/kW，家庭用蓄電池の単価を 6万円/kWhとして計算した． 

まず，PV と家庭用蓄電池の導入がない場合にかかる

年間の電気料金を計算した．ここでは，EV に加え，家

庭部門・業務部門の電気料金を指す．EV の充放電につ

いては充電による総電気料金の最小化問題とし，式(4)，

(6)，(7)，(10)～(13)を 1年間の期間として計算した．ただ

し，EVについては 1台分に集約した． 

設備導入費用が上記で計算された年間電気料金の何年

分に相当するかを計算し，回収期間とした．また，余剰

電力の売電の有無によって 2つの回収期間を計算してお

り，売電を考慮する場合，売電時の価格は 10円/kWhと

した．余剰電力はすべて売電できるとした． 

 

(2) 分析結果 

a) 最適PV・家庭用蓄電池導入容量と設備導入費用  

家庭用蓄電池導入容量を複数設定し，計算を行った．

結果を図-11 に示す．また，図-11 上に，設備導入費用

をプロットした．  

その結果，PV 導入容量と家庭用蓄電池導入容量はト

レードオフの関係にあることがわかった．また，本研究

で計算を行った中では，PVを 197万 kW，家庭用蓄電池

を 750万 kWh導入した場合が最小の設備導入費用（1.17

兆円）となった．EV が充放電を行うことで，蓄電池と

同様の機能を果たしているものの，依然として大量の家

庭用蓄電池の導入が必要であるといえる． 

 

 

図-11 設備導入容量と設備導入費用 

 

b) 設備導入費用の回収期間  

図-12に，PV導入容量と設備導入費用の回収期間を，

余剰電力の売電を考慮する場合・しない場合について示

す． 

売電を行わない場合，設備導入費用が最小となる場合

が最も短く，39.5 年となった．一方，売電を考慮する場

合，PV導入容量が 1,167万 kW，家庭用蓄電池導入容量

が 80万 kWhの場合が最も短く，21.1年となった． PVパ

ネルの稼働年数は 20~30年程度とされることが多い 47)た

め，21.1 年で設備導入費用を回収することができれば，

PV と家庭用蓄電池によりゼロエミッション化を行うこ

とは，経済的にも割に合う可能性がある． 

また，売電の考慮の有無によって最小の回収期間とな

る設備導入容量が異なるのは，PVを多く導入すると PV

発電量の利用率が低下し，設備導入費用は高くなるが，

余剰電力が多く発生するため（図-13），売電による利

益が大きくなるためである．このように，PV と家庭用

蓄電池の導入容量構成を考えるうえでは，売電による利

益の大きさによって最適な構成が変わるため，将来の売

電価格の変動を十分に見極める必要があるといえる． 

 

 

図-12 設備導入費用の回収期間 

(24) 

(25) 

(26) 

(23) 
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図-13 PV発電量利用率と設備導入費用 

 

5. おわりに 

本研究では，茨城県つくば市について，将来 EVの充

放電制御が行われることを想定し，家庭部門・業務部門

の電力需要を推計した上で，EV の充放電制御の計算を

行い，経済性・環境性の変化を分析した．また，運用方

法として，高額な炭素税の賦課が行われた場合の効果を

分析した． 

その結果，充放電制御により，充電需要の集中による

電力ピークの増大や負荷率の悪化を軽減・改善出来るこ

とが確認された．また，電力システムへのメリットだけ

でなく，充電による総電気料金の低減という形で EV利

用者にとってもメリットがあることがわかった． 

環境性については，充放電制御を行わない BAU のシ

ナリオと比較して，本研究で示したいずれの充放電制御

手法においても環境性が悪化することはなかった．一方，

CO2排出係数の小さい時間に充電を誘導するため，非常

に高額な炭素税を賦課しても，環境性の改善はほとんど

確認できなかった．また，CO2排出量最小化を行うシナ

リオにおいても，将来，運輸部門をゼロエミッション化

することを考えると，環境性の改善は限定的であること

が示唆された．これは，現状の電源構成において，火力

発電の構成比が大きくなっているためと考えられ，ゼロ

エミッション化に向け，電源構成の大幅な脱炭素化を計

っていくことが必要であることがわかった． 

また，ゼロエミッション化に向けて電源構成の大幅な

改善が必要であるとの前提の元，都市のゼロエミッショ

ン化分析では，PV と家庭用蓄電池の導入容量について

計算を行い，設備導入費用やその回収期間の観点から考

察した．計算の結果，これらの最適導入容量がトレード

オフの関係にあることが明らかとなり，最小設備導入費

用に近い導入容量構成を得た． 

導入容量構成を，設備導入費用の回収期間から見ると，

余剰電力の売電の有無によって最小期間となる導入容量

構成が異なることがわかった．そのため，導入容量構成

を決定する際には，将来の売電価格や売電可能量を適切

に設定する必要があることが示唆された． 

一方，本研究における充放電制御は EV利用者の利便

性を考慮していないことや，EV 利用パターンが既知で

あるとしていることが問題として挙げられる．また，都

市のゼロエミッション化分析においては，PV や家庭用

蓄電池が実際に都市内に整備可能であるかについては検

討していない．これらを踏まえたうえで，都市のゼロエ

ミッション化へのより現実的な道筋を示すことを今後の

課題としたい． 
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